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公益法人情報開示の新機軸
一第 三 セ クターの情報 開示 を巡

って一一

岡 村 勝 義

1.は じ め に 一 問題 の所 在一

20世 紀 最 後 の 数年 は,公 益 法 人ゆの情 報 開 示 につ い て新時代 を画する ことに

な った。 その契機 は 「公 益法 人の設 立許可 及び指 T監 督 基 準 」(1996年9月20

日閣議決定;以 ド 「96年指導監督基準」 という)(2]の10年 ぶ りの 改 訂で あ る。

当該 閣議 決 定 にお いては,指 導 監 督基 準 の 改訂 の ほか に,毎 年 度 「公益 法 人

に関す る年 次報 告」すなわち 『公益法人 白書』 を公表するこ とが決定 され
,本

邦 初 の 公 益法 人 白 書は1997年12月 に公 表 された,,こ れ は,公 益法 人の 実態 お

よび指 導 監督 基 準等の諸基準の実施状 況 を明 らか にす る こ とを目的 に して い

る。 ここに,公 益 法 人の 実態 並 び に指 導 監 督 行政の諸基準 お よび行政状況 につ

い ての全 般 的 ない し全 体 的 な情 報 を,国 民 は 初 め て 手 に し う る こ と に な っ

た%公 益 法 人 の情 報 開示 につ いて新 時代 を画す る もの といわなければな らな

いo

公益法人の情報開示について特筆すべ きもう一一・つの ことは,改 訂 された96

年指導監督基準において,個 々の公益法人に対 して閲覧による 一般への情報開

示が要請されることになった,と いうことである。開示 されるべ き情報は業務

お よび財務情報であ り,1998年1月 以降に始まる事業年度か らその開示が適

用され,そ れは実質的には翌99年1月 から本格化することとなった。

指導監督機関である主務官庁は当然のこととして,法 人の機関である社員総

会(社 団法人)や 評議員会(財 団法人)に 対 して情報開示 はすで に行 われて き
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た。 これ とは別に,96年 指 導 監 督 基 準 にお い て,般 す なわ ち広 く国 民 に対

して も情 報 開示が新 たに求め られたのであ る。公益法人に関する白書 による情

報開示 と相 まって,こ の よ うな情 報 開示 も行 わ れ る ようになった ことは,や は

り公益 法 人の情 報 開示 につ い て新時代 を画す る もの とい わなけれ ばならない。

この ように,一 …方 にお い て 白書 に よるマ ク ロ的情報開示,他 方 にお い て個 別

法 人 に よる ミク ロ的情報 開示 とい う形 の重層的な一一一般へ の情報 開示 が1990年

代 後 半 に 相 次 い で 始 ま り,ま さ に1990年 代 後 半 は 公 益 法 人 の 「情 報 公 開時

代」 の幕開 きとなった。

この ような公益法 人につ いての情報 開示の進展 を背景 として,こ こで検 討 し

た い の は,白 書 に よ るマ ク ロ的 情 報 開 示 の あ り方 では な くて,96年(97年)

指 導監 督 基準 が想 定 して い る,個 別 公 益法 人 に よ る一・般 に対す る ミクロ的情 報

開示 のそ れであ る。換言 すれ ば,96年(97年)指 導 監 督 基 準 が 想 定 して い る

公益 法 人の情報開示 とは どの ようなものであ り,さ らに進 んで,公 益 法 人の 情

報 開示 はい か に行 わ れるべ きか,と い う こ とで あ る。

この検 討 に当 たっては,第 、三セ ク ター と して運営 されてい る公益法 人の情報

開示 を手掛か りにして,情 報 開 示 の あ り方 を展 望 した い。 とい うのは,こ の よ

うな公 益法 人 にお い て情 報 開示の新 しいス タイルが とられていて,そ れ が 公益

法 人 に 関す る21世 紀 の情 報 開 示 につ い て の 一 つ の モ デルを示唆 して いる,と

考 え られ るか らであ る。

皿.指 導監督基準上の情報開示とその限界

まず,96年(97年)指 導 監 督 基 準 にお け る情 報 開 示 につ いての定 めか ら検

討す ることにす る。96年 指導 監 督 基準 にお い て 初 め て,「 公 益法 人 の 業務 及 び

財 務 等 に関す る情報 については,自 主 的 に開示 す る こ と」 とい う文言が 「情報

公開」 とい う項 の もとで新 設 された。 しか し,情 報 開 示 につ い て こ の段 階 で

は,経 過 措 置 と して 「技 術 的検 討 を行い,具 体 的基 準 を定 め る もの」 とされた

(96年 基準8(2))。 の ち に設 定 され た96年 運 用 指 針 で も,依 然 と して 「具体 的 に

開示 すべ き情報の範 囲,ま た 開示 す る方 法 等 につ いて は,今 後一 層 の 検 討 を進
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め・ 具体的基準 を定める こととする」 とされている(96年 指針7(2))
。

ここ にい う具体 的 基準 は,翌 年 の97年 指 導監 督 基 準 の 一部改 正 に お い て明

らかに され ることになった。す なわち 「公益法人は,次 の 業務 及 び財 務等 に 関

す る資料 を主たる事務所 に備 え置 き,原 則 と して,・ 般 の 閲 覧 に供 す る こ と」

と して,④ 事 業報 告 書,② 収 支 計 算 書 ,③ 正味 財 産 増 減 計算 書,④ 貸 借 対 照

表,⑤ 財 産 目録 ⑥ 事 業計 画書,⑦ 収 支 予算 書,⑧ 定款 また は寄 附 行 為 ,⑨ 役

員 名 簿 お よび⑩ 社 員 名 簿(社 団法人の場 合)の10の 資 料 が 掲 げ られ た(97年 基

享隼7〔1))。

この よ うに,開 示 す べ き情 報 の 範 囲 と して ヒ記10の 資料 が 例示 され
,開 示

場 所 と して主 た る事 務 所 が特 定 され,ま た 開示 方 法 と して 閲 覧が 定 め られた。

開示時期お よび備 置期 間につ いては,97年 運 用 指 針 お い て 次 の よ う に定 め ら

れ た。す なわち,上 記① か ら⑤ まで の5つ の 資料 は事 業 年 度終r後 ,原 則 と し

て3ヶ 月以 内 に備 え,5年 間備 置 し,⑥ お よび⑦ は事 業 年 度 開始 後 ,原 則 と し

て3ヶ 月以 内 に備 え,翌 事 業年 度 の 事 業 計画 書 等 が備 え られ るまで備置する。

また⑧⑨⑩ はロ∫能な限 り最新 の状 態で常 に備置す る(97年 指針7(蹴 ,

この よ うな開示 情 報 は,所 管 官庁 にお いて も,公 益 法 人 の 主た る事 務 所 で 閲

覧 で きる資料 と同 じものを同 じ期 間にわたって閲覧で きる ように された(97年

基準7(2))。 さ らにそ れ に加 えてf公 益 法 人 の 名 称,所 管 官 庁 部局 ,所 在 地,設

立日,代 表 者お よび主 た る 目的 ・事 業 を記載 した所管公益法人に関す る一 覧表

も・所管官庁 にお いて閲覧で きるように された(97年 指針7(3ゆ 、,

これ らの情 報 開示 は,1998年1月 以 降 に始 ま る事 業 年 度 か らそ の 開示が適

用 され,過 去 の もの も可 能 な限 り上 述 の 基準 に適合 した形で開示す ることが求

め られた(97年 基準8(5),97年 指針8(5))。 この よ う に して,96年 指 導 監 督 基 準

が 当 初 想 定 した情 報 開示 は,実 質 的 に1999年1月 か ら本 格 化 す る こ と とな っ

だ41。

公益 法 人 は 「積 極 的 に不特 定 多数の者 の利益の実現 を 目的 とする,非 営利 の

法 人」(96年 指針7川)で あ り,こ こ にい う情 報 開 示 は この よ うな 「不特定 多数

者」す なわ ち国民 一般 を対象 としているのであ るか ら,情 報 開示 の 方 法 と して
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は間接開示 しかあ りえない。 したがって,「 閲覧」による情報開示が定め られ

たのは当然である。

しか し,開 示情報の質 と量について問題がないわけではない。情報を利用す

る国民の層は多様であ り,公 益法人に対する知識の程度も様々である。 また公

益法人の財務情報に対する理解度 も人によって大きく異なる。このために,開

示情報の質と量の問題は,不 特定多数者を対象にするとはいえ,公 益法人に対

する知識をどの程度 もっている人々をターゲットにするかに関係 して くる。

この問題は,投 資者に提供する企業情報の概観性 と詳細性の問題 と共通する

ようである。等 しく投資者といっても,専 門的知識をそれほどもたない…般的

な投資者 を想定すれば,提 供情報はその概観性が重視されることになるし,ま

た機関投資家などの専門的知識をもつ投資者を想定すれば,情 報の詳細性が強

調されることになる。現実の有価証券報告書等には相当詳細な情報が載せ られ

ているので,専 門的知識をもつ投資者の 方にウエ イ トが置かれている といえ

る。 したがって,一 般の投資者がそのような情報を理解 し活用するには困難を

伴うことになる。それでもなお詳細な情報が提供されているのは,証 券会社等

の情報ベ ンダーが存在 していて,そ れらが詳細情報を加工し,理 解容易な情報

を一般 の投資者に提供 しているか らである。

これ との関連において公益法人の開示情報の受け手を考えるならば,専 門的

知識をほとんどもたない一般 の人々が念頭に置かれなければならない。 という

のは,公 益法人情報を加工 し理解容易な情報を提供する情報ベ ンダーや,そ の

ような役割を担 う第三者機関等が公益法人については現在のところ存在 してい

ないか らである。

開示情報のうち事業報告書や事業計画書等は文章による情報が中心 を占めて

いるので,そ れらは専門的知識をほとんどもたない人々にとっても理解可能で

あろう。 しか しなが ら,収 支計算書やIE味 財産増減計算書等の財務情報はそ う

はいかない。公益法人会計基準にあるような会計処理の原則や手続について,

一定の知識が要求 されるか らである。ましてや,財 務情報を利用 して法人運営

の健全性や効率性等を評価 しようとするときには,財 務分析手法等に対する知
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識が必要 になるので,専 門的 知識 を ほ とん ど もた ない 人々に とっては この よう

な分析評価 は相当難 しい といわ ざるをえない。

この よ うな 一般の 人 々が 開示情報 の利用 者であ る と想定 し,97年 指 導 監 督

基 準r.の 開示 情 報 の 質 と量 を考 え て み る と,そ れ は 疑 問 な し と しな い。確 か

に,事 業 報 告書,収 支計 算 書 等 の 開示 情 報 は法 人 の機関 において承認を受 け,

指 導監 督 の た め に 主務官 庁 等 に提 出 されて きた正式な書類であ るか ら,こ の 意

味 で,そ れ らは十 分信 頼 に足 る情 報 で あ る。 しか し,こ の よう ない わ ば指導 監

督 目的 の情報が同時に,一 一般 の 人 々が 必要 と し,し か も彼 らに とっ て十 分 に理

解 可 能 な情報 となっているとは必ず しも言い得 ない。

一・般 の人々に対 して公開す る情報
,換 言す れ ば公 開 目的 の情 報 は…般 の人々

のニーズに適合 し,さ らに彼 らの 知識 度 に合 った理 解容易 な情報でなければな

らないはずであ る。 この よ うな情 報が提 供 され るこ とに よって初 めて ,「 不 特

定 多数 の 者 の利 益 の実 現 を 目的 とす る」(96年 指針7田)公 益 法 人の ミ ッシ ョン

や活動 が,… 般 の 人 々に よ って理 解 され 評価 され ることになるはずであ る。 公

益法人の存 立基盤を考 えるならば,公 益法 人 こそ,こ の よ う な理 解 容 易 な公 開

目的 の情 報 を一般 の人々に対 して積極 的に開示 してい くことが必要である よう

に考え られ る。

それでは,公 益 法 人 につ いて,理 解 容 易 な公 開 目的 の情 報 と しては,ど の よ

うな もの が 考 え られ るで あ ろ うか。地方公共 団体 の第 一三セ クタ0に 対 す る情 報

開示 を,そ の手掛 か りと して 以 下検 討 す ることとする。

皿.第 三セクターと地方公共団体

「第三セ クター」 とい う語は多義的 に使 われてい る。地方公共団体(第 ・セ ク

ター)と 民 間(第=セ クター)と の 共 同 出資 に よ る半 官 半 民 の 共同経営組織 で ,

主 と して株 式 会社 形態(ま れに有限会 社形態 もある)を とる 企 業 を指 して,「 第 ・三

セ ク ター」 とい う語 が 比 較 的多 く使用 され る(例 えば,小 坂[1999】pp.2σ 一24;

64-69)。 この場 合,地 方公 共 団体 の 側 か らい え ば,第 三セ ク ター一とは,地 方 公

共 団体 が 出資 ・出摘 を行 っている 「商法法 人」 とい うことになる。
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これ に対 して,よ り広 く社 団 法 人 お よ び財 団 法 人(民 法法人す なわち公益法

人)を 含 め て,「 地 方 団 体 が 出 資 ・出掲 を行 っ ている株式 会社 等の 商法 法 人及

び民 法法 人」(三 セ ク研究 会[1999]p.1;自 治大臣官房総務審議官[1999]第1m)

を 「第{セ ク ター」 とす る こ と もあ る。 ここでは,公 益 法 人 を含 む広 義 の 意 味

で 「第 二三セ クター」 とい う語 を使用す ることとす(51

公 共 ・民 間 そ れぞ れ の長 所 を併せ もつ事業実施主体 として第モセ クターが注

目され,数 多 く設 立 され る よ うに な った のは1960年 代 後 半か らで あ る。 そ の

後,1982年 の 臨 時 行 政調 査 会 答 申 を契 機 と した民間活力の導 入 とい う国の施

策の推進 と,地 方公 共 団体 にお け る地域 活 性 化の要請 とが相 まって,第 三 セ ク

ター の設 立 が 一層 増 加 した(三 セク検討委員会[1999]P・3)。

す な わ ち,「 民 間活 力 の 能 力 の 活 用 に よ る特 定施設の整備の促 進のための臨

時措置法(い わゆる民活法)」 に よっ て,国 が 民 間活 力 の 活 用 に よる地域 活性 化

策 を推進 して きた ことが第三セ クター増加の大 きな要因 となっている。 さらに

これに続いて,「 総 合 保 養 地整 備 法(い わゆるリゾー ト法)」,「 多極 分 散型 国 十 形

成促 進 法 」,「民 間都 市 開発 の 促進 に 関す る特 別措置法」等が成 立 し,第 一三セ ク

ター方式 に よ る事業 を 前提 とした税財政Lの 優 遇 措 置が 導 入 され る な ど,国 の

政 策 と して 第 一三セ ク ター の 設立が促 されることになった。 この結 果,バ ブ ル期

を通 じて 第 三 セ ク ターの 設立数,増 加 率 は と もに着 実 に増 加 して いった(三 セ

ク検討委員会[1999]p.4;三 セク研究会[1999]p.2)。

しか し,バ ブル経 済 の 崩壊,そ の後 の 長 引 く経 済 不況}右 肩 上が りの経 済 成

長の 終 焉 と経 済環境 の激変す る状 況の もとで,地 価 の 一ド落や 需 要の 落 ち込 み等

が起 こ り,当 初 考 え られ て い た 第 三セ ク ターの採算性 の 前提 が崩れ,そ の 結

果,一 部 の 第 三 セ ク ター にあ っ て は,赤 字 の 累積 等 に よ って経営 悪 化 が深刻化

す るようになった。バブル経済の崩壊 と,国 ・地 方 を通 じた行 財政 改 革 の流 れ

を受 けて,1992年 以 降,第 三 セ ク タr._.の設 立 数 は前 年 度 に比 して減 少 を続 け

ている(三 セ ク検討委員会[1999]p.4;{セ ク研究会 「1999]p.2)。

この よ うな状 況 を考 え る な らば,地 方公 共 団体 に とって第 三 セ ク ターは焦眉

の問題 といわ ざるをえない。折 しも,地 方公 共 団体 の 財 政 は逼 迫 し}赤 字 に追
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い込 まれ る状況 の中で,経 営 難 か ら経 営 破 綻 に至 り うる 第 三セ ク ターが存 在

し,そ れ ら に対 す る地 方公 共 団体 か らの支援 が当該地方団体 の財政に大 きな影

響 を与 える 可能性 が高 まって きている(fit。この よ う な支援 は最 終 的 に住 民 にそ

の負担 が回るので,住 民 に対 す る地 方 公共 団体 の 説 明責任が問われ るように も

なって きた。換 言すれば,国 ・地 方 を通 じて の 行財 政 改 革 の必 要性 が高 ま り
,

そ れ との関 連 にお い て,地 方公 共 団体 が 出資 ・出損 を行 っている第三セ クター

の見直 しも迫 られ るようになって きた1"。

1997年 の 政 府 の 財 政構 造 改 革会議 にお いては,地 方 の 財 政 健 全 化 の た め に

は徹底 した行財政改 革が必要 とされてお り,外 郭 団体 の 整理 縮 小 が 要 請 され て

い る(「 財 政構造 改 革σ)推進 につ い て」(1997年6月3日 閣議 決定);{セ ク研 究 会

「1ggg]p.3)。 また 同 年11月 の 「地 方 自治 ・新 時 代 に 対応 した地方公 共団体 の

行政改 革推進のための指針」(1997年11月14日 自治 事務次官通 知)(以 ド 「97年行

`#.・指針」 とい う)に お い て も,地 方分 権 推 進委 員 会粥〕の勧 告 を踏 まえ,第 三 セ ク

ター等 の外 郭 団体 の あ り方の見直 しが次の ように取 りあげ られ た(3外 郭団体 関

係〉。

① 公社 等 の 外 郭 団体 については,社 会経 済 情勢 の変 化 等 を踏 まえつつ ,既

存 公 社 等 の 設 立 目的,業 務 内容,活 動 の 実態,運 営状 況等 につ い て検 討

を行 い,統 廃 合 等 地域 の実情 に応 じた 見 直 しを進める こと。 また,役 職

員数 の 見 直 し,業 務執 行 の効 率 化 等運 営 の改 善 を図るこ と。

② 公社等 の設 、完につ いて は,当 該 業 務 を民 間や既 存 の公 社 等 で対応で きな

いか どうか な どその必要性 や収 支の見通 し等 につ い て ト分検 討す る こ

と。

③ 公社等のあ り方 につ いては,国 にお け る取 扱 い等 も踏 まえ,別 途 その 指

針 を示す 予 定 で あ る こ と。

その後,第 三 セ ク ターの 適切 な活 用 と健 全 な運営 に資す るために ,公 的 関与

のあ り方,監 査 や議 会 ・住 民へ の情 報 公 開 ,説 明 責任 等 の あ り方,経 営悪 化 時

の 対処 の あ り方 等 につ い て検討す る ことを目的 と した ,「 地 方 公 共 団 体 等 の 第

三 セ ク ターへ の関わ りのあ り方 に関す る研究会」 似Fr化 ク研究会」 という)
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が 自治 省 内に 設置 され た。当該研 究 会 の報告 書 は1999年3月 に提 出 され た

が,そ こで は,特 に第 三 セ ク ター の経 営 改善 に 向けた取組 み とそれに対す る地

方公共団体の関わ り方,具 体 的 には 第 三セ ク ター を設 立 ・運営 してい く場合の

留意事項,特 に経 営 の点 検 評価 につ い て の基本的な考え方等 を提示す るととも

に,第 三セ ク ター の経 営 悪 化 時 の 対 処 に当 たっての留意事項 が提 示 されて い

る。

三セ ク研 究 会 の報告 書 は99年5月 の 「第 詫 セ ク ター に 関 す る 指 針 につ い

て」(1999年5月20日 大臣官房総務審議官通知)(以 ド 「99年一三セク指針」 という)の

ベ ー ス に な って い て,そ の ほ とん どが 指針 化 され て い る。 しか も,99年 三 セ

ク指 針 は97年 行 革 指針 にお け る 「別途 そ の 指針」 に当た り,そ れが 地 方 公 共

団体 に よっ て具 体 化 ・適 用化 されてい ってい る。 そ こで こ こで は,99年 三 セ

ク指 針 の 内容 を整 理 す る こ とによって,第 三 セ ク ター に対 す る情 報 開示 の枠組

みを検討 し明 らか にす るこ とにす る(岡 村[2001]PP・4-一 一5)。

】〉.第 三セクターに対する情報開示の枠組み

99年 三 セ ク指針 の狙 い 一…つ は,97年 行 革指 針 が 挙 げ て い る よ うに,地 方 公

共 団体 の行 財 政 改 革の た め に,既 存 の 第 一三セ ク ター につ い て経営状況の点検評

価 を行い,そ の 運営 改 善 や統 廃 合 を住民 のモニ タリングの もとに推進す ること

にある。

このためには,ま ず 第一 に,第 三セ クター に対 す る地 方公 共団体の指導監督

体制 を明確 にす る ことが必須 であ る。 とい うのは,運 営 改 善 を 促 す 指 導 監 督

は,「 役 職 員 の 数 及 び給 与の 見 直 し,組 織 機構 の ス リム化 等 を行 う」 だ けで な

く,「 類 似 業 務 を行 う もの,既 に 目的 を達 成 した と思 わ れ る もの,事 業 の存 続

が 困難 と思 わ れ る もの な どの統廃合等」 を進め るために も必要であ り,さ らに

は 「設 立 団体 の財 政 運営 に影響 が及ぶ こと」 を可能な限 り回避す るために も必

要であるか らである(「99年.一{セ ク指針」第1(2)・(.i))。

この よ うな指 導監 督 を行 うため には,第 三 セ ク ター の経 営状 況 の把握…と,そ

れ に対 す る点 検 評価 が 不 可欠 である。かか る点検 評価のためには,必 要 な点 検
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項 目とそれに係 る指標を第三セクターに対 して明示することが前提 になる。そ

の場合,第 三セクター自ら,財 務情報等をもとに点検項 目を洗い出 し
,そ れ ら

に係る指標等を計算 して自己評価の手掛か りにし,そ の結果,第 三セクター自

らが主体的に経営改善計画等の策定などの運営改善に当たるよう促すことが基

本である。

換 言すれば,地 方公共団体による第三セクターの点検評価では,指 標等に基

づ く第三セクター自らの自己評価の"評 価"が 行われ
,策 定 された経営改善計

画等の達成度の評価,さ らには事業内容等の社会的必要性などの質的評価等が

行われることになる。

99年 三セク指針は,こ の点に関係 して次の ように述べている。す なわち,

「経営状況の点検評価は,経 営指標の分析等による経営の健全度の診断,事 業

計画と実績 との対比等が中心 となるが,そ れにとどまらず,設 立目的 ・趣 旨に

沿って事業が展開されているか,社 会経済情勢の変化に対応 して事業内容等の

見直 しは必要ないかといった観点か らの点検評価 も行 う必要がある」(「99年一三

セク指針」第3{2))。

さらに次のように指摘する。「特 に事業開始後一定期間が経過 した第三セク

ターについては,時 の経過の中で施策が長期間停滞 しているもの,施 策の価値

又は効果が低下 しているとみ られるもの等にあっては,出 資の継続の必要性を

含めて点検評価 を行 う必要がある」 また,「 事業としては順調に運営されてい

るが,行 政 目的は既に達成されているあるいは公的関与の必要性は薄れている

と考えられるものについては,地 方公共団体の保有する株式の民間への譲渡等

についても検討を行うことが適当である」(「99年三セク指針」第3{助 。

第三セクターに対 して地方公共団体が指導監督するのは,地 方公共団体が第

三セクターに一一定比率以上の出資や出掲 を行っているからである。このような

出資や出掲の原資はそもそも住民の税金であることか らすれば,か かる出資 ・

出掲,さ らには支援 ・関与の必要性や適正性等について,地 方公共団体は住民

に対 して説明責任を負 うことになる。そ してかかる説明責任 を果たすために

はr地 方公共団体は住民に対 して第三セクターに関する情報を開示する必要が
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でて くる。 この ような開示情報 によって,住 民 は第 三 セ ク ター の事 業 内容 や地

方公共団体 の公的関与の内容 を知 ることがで き,さ らに進 んで 開示 情 報 に基 づ

くモ ニ タリングを行い,場 合 に よって は何 らか の ア クシ ョンに訴えるこ とに も

なる。

これか らすれば,住 民 に よるモ ニ タ リ ングは り か らなる。 第一一は,第 三 セ

ク タ._._に対 す る地方 公 共 団体 の コ ミッ トメン トの必要性 ・適正性等のモニ タリ

ングであ り,第 二は,第 三 セ ク ター に対 す る地 方公 共 団体 の指導監督の適正性

等のモニ タリングであ り,そ して第 三 は,第 誕セ ク ター そ れ 自体 に対 す るそれ

であ る。 この よ うな住民 によるモニ タ リングは重要 な ボ ンデ ィ ング(自 己規

律)効 果 を与 え る。 例 えば地 方 公 共 団体 について いえば,住 民 か ら支持 され る

よ うな,第 三 セ ク ター に対 す る信 用 の付 与や支援のあ り方,指 導 監 督 の あ り方

等 を模索 させ る こ とになろう。 また第一一三セク ターそれ 自体 については,指 導 監

督 事 項 の遵 守,住 民 か ら支持 され る よ うな経 営 改善計画等 を策定 させ ることに

なろう。

この ように,住 民 に対 す る情報 開示 はモ ニ タ リングとボ ンデ ィングの双方の

役割 を期待で きることになる。 これは また,住 民 に対す る情 報 開示 の 目的 はモ

ニ タリングとボ ンデ ィングにある,と い うこ とを示 して い る。 さ らに副次的 な

効果 とい うべ きであるが,ま た地 方 公 共 団体 に とっ て"両 刃 の 剣"と もな りう

るが,住 民 の モ ニ タ リ ングは地方 公 共団体 の,第 三 セ ク ター対 す る組 織 機構 の

ス リム化等へ の指導や統廃合の施策等 を支持 し"後 押 し"す る基 盤 を も構 成す

る こ と もあ ろ う(逆 もまた真な りγ・・。 この 点 か らも,住 民 に対 す る情 報 開示 は

地 方 公 共 団体 に とって重要 といわなければならない。

99年 三 セ ク指 針 は,こ の 点 に係 わ ら しめ て 次 の よ うに述べ る。す なわち,

「事 業 内喀 につ い て 住 民 か らの フ ィー ドバ ックを期 待 す る とい う観 点 も踏 ま

え,第 三セ ク ターの事 業 や 公 的 関与 の内容 について積極的な情報開示 に努める

必要 が ある」(「99年 三セ ク指針」第1(5))。 「地 方 公 共 団体 が50%以 上 出 資 す る

もの,50%未 満 の 出 資法 人 に つ い て も特 に損 失補償契約 を してい る もの,相

当程 度 の 公 的支援 を行 って い る もの等 については,出 資者 で あ る地 方 公 共 団体
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において も,財 務諸 表 等 の範 囲 内で 経営 状 況 等 に関 してわか りやす いあ らまし

を作 成す る等・広 報 に努 め る こ とが 適 当 で あ る」(「99年 三セ ク指 針」X3 .3

13D。

情 報 開示 のモ ニ タ リン グ とボ ンデ ィングの効果 をあげるには ,地 方 公 共 団体

か らす る情 報 開 示 だ けでは十分 ではな く,第 三 セ ク ター 自 らが セ体 的 に情 報開

小のス タンスをとることが必 要である。 これ まで第三セ クター は室体 的に情報

開示を行 って きた経験 がないので,情 報 開示 の ス タ ンスが 定 着 す る までは地 方

公 共団体 か らの指導が必要 となろ う。 この ことか ら,99年{セ ク指 針 は 「第

三 セ ク ター の事 業が 行政施策 と関わ りが大 きい場合 には,地 域 住 民 の理 解 を得

るた め・ 必 要 に応 じて,こ れ らの(業 務及 び財務等に関する)情 報 につ い て地 域

住民 に対 しわ か りやすい形で開示 を行 うよう指導等 を行 うことが適 当であ る」

(引用中の括弧は岡村;「99年 一三セ ク指針」第3・3(3))と して い るC,情 報 開 示 とモ ニ

タ リ ングの 関係 を図示すれば,【 図表1】 の よ うにな る。

これ まで 明 らか に して きた ように,99年 三セ ク指 針 は 第 三セ ク ター に対 す

る住民への情報 開示の要請,す なわ ち 第=三セ ク タ.__,の情 報 公 開 がベ ー ス にな っ

て構 成 されてい る。 第三 セ クターに対 す る情報 公開が20世 紀 末の この 時 期 に

要 請 され る こ とになったのは,ま さに 時代 の 要 請 とい わ なけ れ ばな らず
,こ の

意 味 でt99年 三セ ク指針 が 第 三 セ ク ター の 情 報公 開を求 めた こ とは画期 的で

ある といわね ばな らない。それで は,「 第 一三セ ク ター の 事業 や 公 的 関与 の内容

につ いて(の)積 極 的 な情 報 開 示」 で求 め られ る情報 ,あ る い は 「地 域 住 民 に

対 しわ か りやすい形」の情 報 とは どの ような ものであろ うか,こ の よ うな情 報

【図表1】 第三セクターに係 る情報開示 とモニタリング

第 三
セ クタ

:情 報 開 示

:モ ニ タ リング
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の具体的な手掛か りとして秋田県のケースを取 りあげることにする"%

V.第 三 セク ター に対 す る開示 情 報 の枠 組 み一秋田県 「第三セクター検

討委員会」報告書一

秋 田県 では,1996年1月 に行 政 改 革 大 綱 が 策 定 され,事 務 事 業 や 組 織 機構

の 見 直 しな どが 行われて きたが,第 三 セ ク ター につ い て は1998年7月 に 「第

三 セ ク ター検 討 委 員 会 」(以 下r県 三セ ク検討委 員会」 とい う)が 設 置 され検 討 さ

れ る こ とに な った。 当該委員会 は,「 社 会 経 済情 勢 の 変 化 等 を踏 ま え,第 三 セ

ク ター が そ の設 置 目的 を よ り効 率的か つ効果 的 に達成 で きる よう,そ の あ り

方,今 後 の改 善 方 向 につ い て検 討 す る」 こ とを 目的 としてお り,5回 の 開催 を

経 て1998年12月 に委員 会報 告 書 を公表 して い る。

当該報告書 に よればS秋 田県 が 出資 ・出掲 す る法 人 数 は135法 人(株 式会社

33法 人,財 団法 人73法 人,社 団法人15法 人,特 別法 人14法 人;出 資総 額270億 円)

で あ るが,県 の 出資 ・出指 比 率 が25%以 上 の 法 人 は62法 人(50%以 上は33法

人)で あ り全 体 の 半 数 近 くを 占め て い る(県 三セ ク検討委 員会[1998]P.2)。 県

三 セ ク検 討 委 員 会 は出 資 ・出措比 率25%以 上 の法 人(62法 人:株 式会社13・ 公

益法 人49;出 資額242億 円)を 対 象 に して 次 の5つ の視 点 か ら検 討 して い る(県

三セ ク検討委員会[1998]p.1)u。 す なわ ち,

(1)業務 の 今 日的適 合 性

⑦ 社 会経 済 情 勢 の変化 に伴 って法人の存在 意義や 当初の設置 目的が失わ

れてい ないか。

②民 間企業 と競合する業務 を行 っている ものや,他 の 第三 セ ク ター と類

似 す る業務 を行 っている ものはないか。

(2)経営 の健 全性

① 不 採 算 部 門が あ る とす れば,こ れ まで の 対 処 は適 切 な もの で あ った

か。

②累積損 失が大 きい法 人や,将 来 と も経 営 が危 ぶ まれ る法 人の経営改 善

に対する取 り組みは適切 か。



公益法人情報開示の新機軸51

(3)人事 ・組 織 の 妥当性

① 業務 量 に応 じた役職 員数 効率 的でバ ランスの取 れ た役 職員構成 と

なっているか。

②各種研修の実施,人 事 交流 な ど人材 育成 等 の取 り組み は適切か。

圃県関与 の妥当性

① 県の人的 ・財 政的関 与は適切か。

② 県の出資 ・出措 は適切 か。

樹 経営 の透明性

①運営の 層 の透明性確保の ための措置やe外 部 専 門員 に よるチ ェ ック

機 能 の 導入等共通的 に取 り組 んでいか なけれ ば な らない事項 は ない

か。

L記5つ の 視点 か らの検 討 と財 務 面 等 か らの調査 ・分析 か ら経営 をA～D・

Zの5段 階 で 評 価 して い る。A～D・Zの 評 価 内容 は次 の よ うで あ り,そ れ ぞ

れ の 法 人数 は 【図表2】 の よ うで あ る(県 三セク検討委員会[1998]p.15)。

A:安 定 した運営 状 況 の法 人

B:概 ね 安 定 した運営 状 況 の 法 人

C:一 層 努力 を必 要 とす る法 人(累 積赤字のある法 人,2期 連続 して赤字の法人,

その他今後の運営 に懸念を有する法人)

D:抜 本 的 見 直 しを必 要 とす る法 人(財 務 面で著 しい懸念を有する法人,収 益 事

業が50%以Lの 公益法人,そ の他今後の運営に著 しい懸念 を有する法人)

【図表2】 経営評価分類表

株式

会社

公益法人等
計

財団 社団 特別

A 2 to 7 1 2 12

B
.3

20 15 1 4 23

c 3 7
1

4 3 10

D 2 11 7 2 2 13

Z 3 1 1 4

計 13 49 34 7 8 62
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【図 表3-1】(財)A振 興 会

代 表 者 ○ ● ● ● 所管 部課 名 、 、)「-域)

所 在 地 秋田市 設1.!`.年月 日 昭和48年8月6日

事 業 県内26公 的医療機関 における医師確 保のための医学生 に対す る奨学金 貸 与事業等

基 本 金20,000千llj経 常 収 入429千 円 総 資 産

県 出 損 額10,000千 円 当期収支差額 一;30T-i11借 人 金

県 出 損 率50.0%受 託事業収人339「 「円il:昧 財 産

常 勤 役 員0人 補助 金収 人oT円 累計収支羊額

職 員 総 数0人r住 事業収人0千 円 正味財産比率

千円fl」

貸与事業等

20,137千 円

〇二F円

20,137丁 ・ill

137T'Ill

100.0%

500

!1

300

200

goo

O

-100

-200

-300

昌 一

一

一

一 幽一一一一繭

騨 一 尊

一 一 一 幽 一一

「 一π

一 一 一 一--¶ 一

占 占 昌 ■ 凹 一一 一 層 一 冒層
,

こ
一 一 一一 一 置 一 一門

←

占 凸 凹占 一 一 冒

H6

-一.一

一

H7H8
uH9

500

400

300

200

100

0

‐goo

-200

-一一300

一

口受託事業収入

〔】運用益等その他の経常収入

口収支差額

■ 事業支出

抜本的 な見直 しを必要 とする運営状況 である。1

【事 業】医学生 に対する奨学金貸与や医師招へい支度金給付など,寄 付行為に掲げた{

事業「1的の セなものについては,自 治医科大学の設 立などにより殆ど実施 さ1
れていない。i

【人事・組1組 織面については,所 管課の職員が兼任で事業 に携わっており,独 立した団i
体 としての実態 を備 えていない状況といえる。I

I

l【財 務】縢 拶 用益は減少し・堵細 ほとんどは県からの鱒 業収入で占め

本法人の存立意義は薄れており,平 成11年 度 を目途に解散すべきで ある。
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【図表3-2】 (財)B協 会

代 表 者

所 在 地

●(一)⇔c)

男鹿 市

所管部課名

設立年月日

`

Σ

事 業 あわび ・クルマエ ビの種 苗の生産 ・供給,マ ダ

基 本 金 SQi,S(X斤 円 経 常 収 入 i20,934千

県 出 損 額 250.(X)0干 ・円 当期収支差額 621汗

県 出 損 率 49.9°4> 受託事業収入 22,754T'

常 勤 役 員 o人 補助金収 入 19,6031L

職 員 総 数 15人 良主事剰 又入 60,82研 一

◎c}●c)

'F成4年10月i6日

ヒ ラ メの 育 成 ・放 流

総 資 産

借 入 金

正 味 財 産

累計収支差額

iEロ未財産♪ヒ・争{

550,106千 円

」3,000=卜 円

S26,Sl6千 やFヨ

25,016千 一Eエ」

95.7

【事

百万円

2(}U

Aso

160

140

120

0

0

0

ハU

O

8

6

4

20

0

千 尾 ・T一個

H6 H7 H$

安定 した運営状況である。

H9

U

,ooo

()()

〔コ経常収人
oo

【==コ受託事業及び補助金収入
00

■■1種情生産供給事業収人

oo +マ ダイ放流数

00
+ア ワビ供給数

00

oo

oo

oo

業】種 苗の生 塵供給 事 業が総収 入の40%以 上 を占め,自 主事業の積極 的 な展開 は

評価 で きる。 また,マ ダ イ ・ヒラメの放 流補助 が平 成ll年 度で廃 止 され る}

定 であ るが,県 内漁港 との連携 を密 に しなが ら,放 流 事 業の継続 に努め る必

要があ るC,

【人事・組織】組織 面 につい ては,漁 業経験 者等 を臨時職 員 と して雇 用 し,人 件 費の抑 制 に

努め てお り,引 き続 き効率 的 な組織 人員体制 に努 め る必 要が あ る。

【財 務】金利の低 ドによる運用益の減少に加え,補 助事業の廃iLも 予定 されてお り,

補助金以外 の自羊事業収入の増大とr経 費の節減 を図 り,引 き続 き財務の安

定化 に努める必要がある。
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Z:開 業 早 々の法 人他

運 営 評 価 表 の う ち2法 人(財 団法人)の 例 を 挙 げ れ ば,【 図 表3-1】 お よ び

【図表3-2】 の ようで あ る。

県 三 セ ク検 討 委 員会は経営評価 に基づ き,個 別法 人 の統 廃 合 ・指導 指 針 等に

つ いての提 言のほか に,機 動 的 ・効 率 的 な事 業推 進 に よる公共性 ・公益性 の向

上 を目的 として以下 の3つ の 共 通 的 な改 善 の 方向 を も提 言している(県 三セク

検 討委員会[1998]PP.17-25)112。 す な わ ち,{1)透 明性 の 高 い 健 全 な法 人 運 営 の

ため の経営チェ ック体制 の充実 ・強化,(2)自 主的法 人運 営 の ため の適 切 な県関

与 の推進,(3)効 率 的 法 人運 営 の ため の 公社 資 源 の有効利用。

特 に情報開示 については,(1)の 経 営 チ ェ ック体 制 との関連 か らデ ィスクロー

ジャーの推進 を掲 げ,「 県 が 出資 す る法 人 の経 営 に 関す る諸情報 を積極 的に開

示 し,説 明責 任 の 遂行 と透 明性 の向 ヒを図るべ きである」 としている。そ して

具体 的 には,県 の 出資 比 率25%以.Lの 法 人 を対 象 と して,法 人 の経 営 状 況 ・

課題 ・県 の 財政 支出等 を まとめた書類お よび定款 ・寄附行為 ・決算 諸表 ・事業

計画書等 を開示すべ きである と している(県{セ ク検討委 員会[1998]P.22)。 し

か し この 提 言 で は,「 法 人 の 経 営 状 況 ・課 題 ・県 の 財 政支 出等 を まとめた 書

類」 とは具体的 にどの ようなものか について は明 らか にされていない。

また,(3)の 公 社 資源 の 有効 活 用 の 関連 か ら自己責任 に基づ く法人経営の推進

を掲 げ,公 益 法 人 等 に は減価 償 却 費 の適 切 な計 上,フ ロー式 に よる 正味財 産 増

減 計算 書の作成 といった 「適切 な期間損益計算 を意識 した会計処理の徹底」 を

求め ている(県 三セク検討委員会[1998]P.25)。 これ は,効 率 的 な法 人 運 営 を法

人 自 らに意 識 させ る うえで必要であるばか りでな く,運 営 評価 の ため の情 報 と

して所 管 部局 にとって も重要 であるが,こ の よ うな要 請 は情 報 開示 とも連動 し

てい ることに注 意 しておかなければな らない。

W.第 三セ クターに対 す る開示情報一秋田県第三セクター経営評価制度一

県三セク検討 委員会報 告書公表の翌年の1999年3月 に,「 時 代 の 変化 に柔軟

に対応 で きる行財政 システムの確 立」 と 「公_lt.で透 明性 の 高 い行 政 の推 進 」 を
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主要テーマ に した新 たな行政改 革大綱 が策定 された咀
。 「時代 の変化 に柔軟 に

対応 で きる行財政 システムの確 立」 の一環 として掲げ られた 「第三セ クタ_の

効 率 的 ・機 動 的 運営 の推 進」(第2皿)は ,県 三 セ ク検 討 委 員 会 の 提 言の ほ とん

どを取 り入れている。

大綱で は第三セ クターの情報 開示について ,県 の 出 資比 率25%以 上 の法 人

を対 象 と して,法 人 の経 営状 況 ・課 題 ・県 の財 政支出等 をまとめた書類お よび

定款 ・寄附行為 ・決算諸表 ・事業計画書等 を積 極的 に開示 す る としている(第

2m・2④)。 この ほか に,「 公正 で透 明性 の 高 い 行 政 の推 進」 の 一環 として
,第

三 セ ク ター の経 営状 況等 は県 の 窓口で閲覧に供す るとともに
,イ ン ター ネ ッ ト

の ホ ー ムペ ー ジに も掲載する とし(2VI「 情報提供の総合的な推進」1②)
,さ

らに情 報 公 開制 度 との 関係 か ら 「県が 出資 している一定の法 人について
,そ の

経 営状 況 を説 明 す る資料 を県民が 閲覧で きるよ うな措置 を講ずる」 としている

(第2～π'「 情報 公開制度の充実」6)。 この よ うに,第 三 セ ク ター の情 報 開 示 は 具

体 的 な実施段 階に至った。

新た な行政改革大綱が策定 された同時期 の1999年3月 に,「 第三 セ ク ター経

営 評 価 制 度」 似 ド「三セク経営評価制劇 という)が 公 表 され,「 法 人 の 経 営 状

況 ・課 題 ・県 の財 政支出等を まとめた書類」 の具体的な内容等が明 らか にされ

た。 この制度の 目的 は・「指定法 人(県 が25%以L出 資す る法人)が 経 営環 境 に

自 ら適切 に対 応 し,機 動 的 ・効 率 的 な運 営 を推 進 してい くとともに
,県 にお い

て も,経 営 健全 化 に向 け た適切 な指 導 を講 じてい くため ,法 人の 運営 状 況 を的

確 に把 握 し,客 観 的 に評 価 す る こ と」 にあ る(秋 田県1ユ999]p .1)。
一{セク経 営 評価 制 度 は次

の よ うな手続か ら構成 されてい る。

(1確 定 した決 算:E等 に基 づ く 「経 営 諸 数値 整 理 表」 の作成

(21「経 営 評 価指 標 」 に基 づ く 「経 営 評価指標記入表」の作成

(3)「経 営 評価 表」 の作 成

㈲ 「経 営概 要 書」の作成

佃 「経営評価 表」 と 「経営概要書」の開示

(1)の 「経 営 諸 数値 整 理 表」 は,経 営 評価 指 標 に基づ く経 営 評価 を効果的 に行
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【図表4】 経営諸数値整理表(公 益法人用)

法人名 =
(1)貸 借対照表 に関 する項 目 単位:千 円

① 資産の状況
コ ー ド 8年度 9年 度 10年 度

現金 ・預 金 a-11

受取手形 ・売 掛金 ・未収 金 ・貸 付金 a-12

その他 a-13

流動資産 計 A-1

預金 a-21

国債 ・地方債 a-22

bち 、県債
a-23一

株式・社債 a-24

土地 ・建物 a-25

その他 a-26

固定資産 計 A-2

固定資産のうち基本財産の合計額 A-3

資産合計額 A-4 }

②負債の状況
コ ー ド 8年 度 9年 度 10年 度

1 短期借入金 b-11

うち県からの借入金 b-12

うち有利子借入金 b-13

その他 b-14

流動負債 計 B-1

長期借入金 b-21

うち県からの借入金 b-22

うち有利子借 入金 b-23

固定負債のうち役員退任給与引当金 b-24

i年度末要支給額(全員退任した場合の計算額) b-25

固定負債のうち職員退職給与引当金 b-26

暉度末要支給額(全員退職した場合の計算額) b-27

その他 b-28

固定負債 計 B-2

負債合計額 B-3

③正味財産の状況
コ ー ド 8年度 9年 度 10年 度

県等からの出絹金等の合計額 C-1

[うち県分
C-2

出揖金以外の正味財産 C-3

当期利益 C-4

その他積立金等 C--5

正味財産額 計 C-6

の鍛損状況等 コ ー ド 8年 度 9年 度 10年 度

売掛金等の回収不能額 A-5
凹

株式等の評価損 A-6

販売用資産の評価損 A-7

建物・備品等有形固定資産の償却不足額
・

その他の鍛損額 A-9

鍛損額 計 A-10 一

⑤借入金の返済計画
コ ー ド 11年 度 12年 度 13年 度

要返済額 D-1

預金取り崩し、債権回収 D-2

利益確保(減 価償却前) D-3

うち新規借入 D-4

1うち県借入 D-5

資金調達見込み額 D-6一一
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(2)損 益計算書又は正味財産増減計算書に関する項自

①経常
収入
の

状況

② 経常
支出
の

状況

人件費

うち、退職給与引当金操λ額

外部委託費
商品等亮上原価

その他の事業費
事業黄 計

員人件費}

ゑ豊ヨ曼廷適盒皇i引当金操入額
の他の人件費

う至」退瞳趙空ヨ⊥当』金操入額
　

黙.
経常支出 計 イ

単位1千 円

コ ー ト 8年度 9年度 10年 度
E・-1

E-2

E-3

E 4

E 5

E 6

E 7

E 8

E-9

E-10

E-11

～
f-if

f-17=ニ ー
一 一_

幽 一一

1

一
ト12

{

上 」3
f-14

f-15 i
f-16

f-17

「F-1

1二}一
卜21

f-L

f-2.3
r

f-24

卜25

f-26

;…準
量
島
F-
　 一

』
{_

__..1

③経常利益

経常外収入

_う ち、県からの補助金覗入
経常外支出 旧

____3職 員退職釜一 『 閉
諸 税 一『　一『一{　

ウヱ〔 〔 二こ==[=二]

工 F-5

F-6

カ

カ

F-7

F-8

F--9

叩

{

}

④ 当期利益

⑤収益・公益事業の状況
収益事業収入

収益嘉業支出
収益事業収支蓮額 一一 『

公益事業収入
公益事業支出

公益事業収支差額

(3)主たる事業の実施状況

_キ ・ウ+2-一オヨ韮[可 工===工 _=コ
コ ー ド 8年 度1

G-1
　㎜汁

G-2

G-3

G-4

一
一一幽一

G-5
一

G-==一 {一_

事 業 の 概 要 単位 コ ー ド
H一 で

H-1

H-1

H-1

H-1



58 商 経 論 叢 第36巻 第4Tf_

(4)人 事 ・組織 に関する項 目

単位=人
一

① 会員の状況(社団法人のみ) 一

コード 8年度 9年度 10年 度

一

② 役員の状況
コ ー ド 8年度 9年度 10年 度

定款・寄付行為上の理事定数 1-1

理事総数(年度末実数) 1-2

うち、県関係者
i-21

1うち、県OB
s-22

うち、常勤役員数
1-3

[うち漂OB
i-31

定款上の監査役員定数 1-4

監査役員数(年度末実数) 1-5

うち、県関係者
i-51

iうち、県OB
i-52

一

うち、常勤監査役員数
1-6

1うち!°OB
i-61

一

③ 職員の状況
コ ー ド 8年度 9年 度 10年 度

a.職 員

総数

(年度

当初

実数)

職員総数 J-1

うち、常勤職員 J-2

プロパー職員 j-21

うち、県OB j-22

うち、民間OB j--23

県等からの派遣職員 j-24

うち、県派遣職員 j-25

うち、給与を当該法人で負担している者 j-26

臨時・嘱託職員 }-27

{うち、県OB 卜28 ミ

1
うち、非常勤職員

」-3

βち、県OB j-31
=

b.管 理

職員

(年度

当初

実数)

管理職員数(本所、支所における課長職以上) J-4

うち 、プロパ ー職 員 j-41

うち、県OB 」 二42

j-43うち、民間OB

うち、県等からの派遣職員 j-44

1うち保 派遣職員 j--45 f

i 性別・年代別職員数 平均
年齢

平均勤続
年 数10代 20代 30代 40代 50代～ 合計

男性 "

女性
計 1

d.プ ロパー職員の

採用実績

年代別職員数

卿

職種別採用人員

10代 20代 30代 40代 ～ 合計 職種名 職種名 職種名

8年 度 一

9年度
10年 度 1 1

一

f.プロパー職員の採用計画e.プ ロパー

職員の

退職実績

1

男子 10・20代 30代 40代 50代 合計

8年 度

9年 度

10年 度 1予 定人員 職種

11年 度女子 10・20代 30代 40代 50代 合計
12年 度8年度

9年 度 13年 度

14年 度10年 度
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い うる ようにす るための準備 表で あ る。 まず 第 …に財務 デー タが整理 され る

が,そ れ に は貸 借 対 照 表 に 関す る項 目,損 益 計 算書 または 正味 財 産増 減 計算 書

に関す る項 目が ある。続 いて事業の実施状 況や 人事 ・組織 に関す る項 目が記載

され,財 務 ・人 事面 等 での 県 との 関 わ りに関す る項 目が整理 される。 これ らの

経営諸数値 は体系的 ・時系列 的(過 去3期)に 掲 げ られ る。

特 に決 算 財務 デー タは経営評価 指標 を決定づけて しまうので ,減 価 償 却 費の

計 上,事 業 費 と管 理 費 ・公 益事 業 と収 益事業 との区分経理等の適切 な会計処理

が行 われる必要があ り,ま た 公益 法 人 にお い て も採 算性 を意識 した運営が必 要

なの で・フ ロ._._式の 正 味 財 産 増 減 計 算 書 の 採 用 が 求 め られ て い る(秋 田県

[1ggg]p.2)。 公 益 法 人 会計 基 準 で は ス トック式 の正味財産増減計算 書が本則 的

な もの とされているので,フ ロー式 の要 請 は公 益 法 人会 計 に対する意識改 革を

伴 ってい る。経営 諸数値整 理表 の ひな型(公 益法 人用)は 【図 表4】 の よ う に

な って い る(秋 田県[1999]PP.4-6)。

(2)の 「経営 評価 指 標」 は財 務,事 業 ,人 事 ・組 織 の 各 側面 につ い て示 され,

公 益 法 人 の場 合 は62項 目(株 式 会社の場合は60項 目)か ら構 成 され て い る。 公

益 法 人 の場 合には,財 務 面 は健 全 性(8項11),計 画性(2項ID T収 益 性 ・採 算

性(6項 目)・ また 事 業 面 は 目的 適 合 性(5項 目),計 画 性(4項 目),発 展 性 ・健

全 性(9項 目),効 率 性(8項 目),そ して 人 事 ・組 織 面 は 効 率性(6項 目),健 全

性(14項 目)に つ い て指標 化 され て い る。

これ らの指標 は運営状況等 を分析評価 する うえでの共通的 ・基本 的項 目であ

るので,そ れぞ れ の事 業 の 実態 等 に合 わせ適宜 ,評 価 項 目を追加 してい くこ と

が 求 め られ る。 また各法人の事業 は特殊 な性 格 をもってい るので,当 該 法 人 に

つ い て 同業 法 人の 標 準 的な指数 と比較可能 な標準 的な指数 をすべての項 目につ

いて求 める ことは困難 なので ,可 能 で あ れ ば この よ う な比 較 分 析 を行 うもの

の・それ以外 に過去3年 間 の 趨 勢 分 析 も併 用 す る こ とが 求 め られ る(秋 田県

[lggg]pp.2-3)。 経 営 評価 指 標 は具体 的 に は 【図表5】 の よ うで あ るが iそ れ

らの指 標 は 【図 表6】 で示 した ひな型 の経 営 評 価 指標 記入表1公 益法人用)に 記

入 され る(秋 田県[1999〕pp.10-11;14-15)。
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【図表5】 経営評価指標

視点

財務 健全性

計画性

義定

るみ雇ンラバ

0の10本*資本己資自総と/本本資資人己他自

本資己自る度み年を前度一実本充資の己本自資度人年他今

るみ

0を伯性*全本健資の己成自構/本債資負

Oる10み*を産寡資多総の/金金入入借借

る齢力
益能利済常返経の/金金入入借借
るみを況状損鍛の本資

Oる10み*を債力負能動払流支/な産的資期動短流

Oる10み*をース債ン負ラ定バ固の十用産運資・己達自調ーの/金産資資期定長固

るみを画計成造の産財本彊本資己自

却法損爆るみを況状定策の画計化全健産財

人法象対

人法全

人法全

人法全

人法全

人法全

人法全

人法全

人法全

人法全

寸
法全

目項

率比本資己自

額加増本資己自

率比債負

率存依金入借

力能済返金入借

況状損穀の本資

率比動流

率合適期長産資定固

画計成造本資

況状定策の画計化全健務財

収益性 総資本利益率
・採算性

自己資本利益率

全法人 総資本に対する収益性 をみる
経常利益/総 資本*100

商法法人
自己資本に対する収益性をみる
経常利益/自 己資本*100

t
-L上 高対総利益率

総資本回転率
訓
汁

売上総利益/売 上高*100全法人

全法人

全法人

全法人

経常利益/亮 上n(又 は経常収入)*100

事業投下資本の利用度をみる

売上高(又 は経常収入)/総 資本

販売 ・管理費比率、事業費 ・
管理費比率

支払利息比率

事業 目的

適合性

自的適合性

ニ ース ・満 足 度 の把 握

収益事業比率

目的達成率

社会的貢献

計画性 経営方針の策定状況

販莞 ・管理費(又 は事業 ・管理費)/莞 上高(又 は経常収

入)*100)

支払利息/売 上高(又 は経常収入)*100全法人

設立目的と事業内容の適合性をみる)*100全法人

全法人 董魏 講 講 発に当たっての利用者ニーズ・副

公益法人
収益事業の規模をみる
収益事業の事業費/全 事業費*iao

全法人
目標の達成状況をみる

実績値/目 標値*100

全法人
公的法人としての、本業以外の社会的貢献の実態状況を
みる

全法人
法人の使命 ・存立意義を経営方針として策定 し、認識 ・
実践 しているか

中長期計画の策定状況
中長期計画を策定 し、計画的な法人運営をしているか全法人

県の計画との整合性
中長期計画は、県計画と整合性が図られているか全法人

計画 ・実績の差異分析 全法人
年次計画と実績の差異を分析し、次年度以降の計画に反
映させているか

発展性 経常収入伸び率
・健全性

全法人
経常収入の伸び率により発展性をみる

(当期経常収入一前期経常収入)/前 期経常暇入*100

自主事業収入(構 成比 ・伸び率)全 法人

託事業収入(構 成比 ・伸び率) 全法人

助金収入(構 成比 ・伸び率) 全法人

本財産運用収入(構 成比・伸び率)

1

公塑 ⊥

　 　 艦　 コ



事業

1
ー

l
I

　

人事
・組織

視点

発展性
・健全性

効率性

効率性

項目

受託事業の外部委託

事業量伸び率

収入増加等に向けた取組状況

新規事業の取り組み状況

管理費比率

「管王里費肖II減導藁

職員1人 当たり管理費

事業費比率

毒業鰻削減率

職員1人 当たり事業費

壁 講纏
基本財産運用効率

職贔1人 当たり経常収入

常勤役員1人 当たり経常収入

人件費比率

健全性

人件費削減率

職最1人 当たり人件費

役最1人 当たり人件黄

常勤職損数

管理職興数

管理職員比率卜1常 勤 ・非常勤役員数
正職員比率

塑 職員比率

加 パ熾 員の管職 鋪 率
.

年代構成分布

計画推進体制、計画達成への
取り組み麸況

内部牽制体制

職員の能力開発

管理者の能力開発

職員の動機付け

人事交流の状況

対象法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

公益法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人

全法人
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定義

受託事業の外部委託度をみる
s事 業の外部委託費/受 託事業*100

主たる事業の実施事業量の推移により発展性をみる

収入増加や事業量増加に向けた取り組み状況をみる

新規事業の開発状況をみる

管理費の推移をみる
削減率監(1-,今年度管理費比率/前 年度管理比率))*100

「人当たり管理費の推移 をみる

事業費の推移をみる

削減率軍(1-{今年度事業比率/前 年度事業費比率))*100

1人当たり事業費の推移をみる

事業資金の調達効率をみる
支払利息/有 利子負債死本*100

基本財翫 蓮用効率をみる
基本財産運用収入/基 本財産*100

職黄1人 当たり経常収入の推移をみる

常勤役員1人 当たり経常収入の推移をみる

人件費比率の推移をみる

削減率(1-(今 年度人件費比率/前 年度人件費比率))*100

職員1人 当たり人件費の推移をみる

役員1人 当たり人件費の推移 をみる

職員数は適性か

管理職昼数偲適性か

管理職興比率=管理職員数/常 勤職最数*100

役員数は適惟.か

正職員数は適性か

派遣職員数は適性か

登用率=プ ロパー管理職贔数/管 理職員数*100

職贔の年代構成分布をみる

計画・目標達成の取り組み状況をみる

人事移動などにおいて内部牽制体制が適切に運用されている
か

職員の能力開発体制が適切に整備・運用されているか

管理者の能力向上体制が適切に整備・運用されているか

職務への「動機付け」体制が適切に整備・運営されているか

人事交流の状況をみる
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【図表6】 経 営評価 指標 記入表(公 益 法人用 〉

項目 各年度の状況 前年度対比の状況 経営諸数値整理表との関連

8 9 10 8対9 9対10 8対10 整理表参照コード

自己資本比率
}

一 ㎜ C-6/A-4×1pO

自己資本増加率
当 期C-6一 前 期C-・6

負債比率
一 一 一 B‐s/c‐sxloo

借入金依存率
一 }

一 (b--11-←b-21)/..×100

借入金返済能力
一[ヒ ー 一 (b-11十b-21)/F-一 一10

資本の鍛損状況 一
=

} 一 A-1a

流動比率 一 一 一 A-1/B-1×Sao

1

固定資産長期適合率
一1一 一 A-2/CC-6XB-2)X100

.}

総資本利益率 一一 一 F-4/A-4×100

売上高対総利益率 1
一

コ
(E--7-f-14)/E-7×100

経常利益率 ↑
1一

}
一 F-4/F-11×100

総資本回転率 一 } 一 E-11/A-4

事業費・管理費比率 1
}

一 一 F-3/E-11×100

支払利息比率 一 一 一 f-28/E--11×100

収益事業比率 一 ㎜ 『 G--2/F-3×100

経常収入伸び率 一 一 }

(当 期E-11一 前 期E-11)

/前 期E-11×100

自主事業収入

(構成比 ・伸び率)

(当期E-6/当 期E-11)

×100と 前 年対 比

受託事業収入 (当期E-4/当 期E-11)

(構成比 ・伸び率) ×100と 前 年 対比

補助金業収入
(構成比 ・伸び率)

(当 期E--8/前 期E-11)
×10aと 前 年 対比

基本財産運用収入 (当 期E-1/当 期E-11)

(構成比 ・伸び率) XIOOと 前年対比

受託事業の外部委託 　 一 一 f-13/E-4×100

事業量伸び率 一 『 一

q
当期H/前 期H×100

一

管理費比率 一 一 一 F-2/F--3×100

({一(当 期(F-2/F-3)/
管理費削減率 一 一 一

(前期F-2/F-3)))×100

職員1人当たり (当 期F-2/当 期J-1)/(

管理費 前期F-2/前 期」-1)X100

事業費比率
藍

] i i

一 一 一
一

F-1/F-3×100

1
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項目 各年度の状況 前年度対比の状況 経営諸数値整理衷との関連

8 9 10 8対9 9対108対10 整 理 衰 参照=】 一 ド

事業費削減率 一 一 一 (1-(当 期F-t/F-3)/

(前 期(F--1/F-3))×Boa

職員1人 当たり

事業黄
(当 其月F-1/当 其月J--1)/(

前 期F-1/前 期J-1)×100

資金調達効率 一 一 一 (f-28/b-13十b-231)X100

基本財産運用効率 一 一
} E-1/C-1×100

職員1人当たり
経常収入

r
E-11/J-1

常勤役員1人当たり
経常収入 E--11,/(1-3-x-1-・-6)

人件費比率 一 馴一 一 (f-}1→-f-21十f-23)/E
--11×100

人件費削減率 一 } 一

巨蹴 潭合膿楓 品
職爵1人 当たり

人件費
一 .一

}

;
(f-11-}-f-23)/J--2

役員1人当たり
人件費 一 一一 『 f-21qア ィー3十#Tイ ーs)

管理職興比率 需 .一 　 J-4/J--1×100

プロパー職員の

管理職登用率
} 闇一 『 卜41/J-4×1ap

(3)の 「経 営 評 価 表」 は 開示 の対 象 となるが,そ れ に は① 事 業 等 の推 移 ,② 諸

比 率 等(代 表的な12項 目),③ 各評 価 項 目の レー ダー チ ャ.__.ト図 ,④ 経 営概 況,

経 営 ヒの課 題 ・問 題点 等 お よび⑤経営評価が記載 される。 これは,代 表 的 な経

営 評価 指 標 を用 い た経 営評価結果 と今後 の運営 方針等 を コンパ ク トにまとめた

ものである。 この表の特筆すべ き特徴 は,代 表 的 な指標 を レー ダー チ ャー ト図

を使 い視覚的に表現 し,そ れ と ともに課 題 や 問題 点 と,そ の対 策 等 を も盛 り込

み・ 法 人 の 経営 内容 をわか りやす く示 して い る,と い う こ とで あ る(秋 田県

[1999]P.3)。

経営 評価 表 は一般 に開 示 され る こ とになるが,こ の よ うな運営 状 況 に関す る

わ か りやすい情報 開示はい ままで見 られなか った し,何 よ りもそれ は,公 益 法

人 につ い て の96(97)年 指 導 監 督 基準 が 想 定 して い る情 報 開示の枠組 み を遙 か

に超 えている。それは,地 域 住民 に とって理 解 容 易 な情 報の開示 とい う立場 が

とられていて,い わ ば住民 本位 の情 報 開示 とな っている。経営評価表の ひな型

と評価 資 料(公 益 法 人 用)は 【図 表7】 の よ う で あ る(秋 田 県[1999]PP ,18一
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【図表7】 経営評価表
法人名

【事業等の推移】

百万円

(過去5年 度)

千 トン

300

Zoo

goo

〔コ
十

巴 H11

300

200

100

H7 HS H9 H10

0

【諸比率等】(平成11年 度)

自己資本比率 %

流動比率 %

借人金返済能力 年

支払利息比率 %

経常利益率 %

収益事業比率 %

経常収人額 千円

事業騒(}

資本財産運用効率 %

管理費比率 %

職員1人当り経常収入額 千円

人件費比率 _L_%

【各評価項 目レーダーチャー ト】

配酢 醍 率囲
臣期的支払能力

借人金
返済能 力

1畳舞本財1%

運 用 効率

事業 量伸 び率

囲 欝劉

資金調達効率

図
経常利益

L

又益事業比率 良好囮

胤 憲矯勲

【経営概況、経営上の課題 ・問題点等】

【経営評価】

工概ね安定 した経営内容 H-・ 層の 努 力 を要す る
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評価資料

匹

[塗二■71
『[

H亙 工HgIH玉o旧1α}
財務

① 自己資本比率(%)
…≡

一

二

② 流動比率(%)

③ 借人金返済能 力(年)
④ 支払利息比率(%)

1対前年比(%) …

⑤ 経常利益率(%) 一

1 1「編1年 比(矧 』

事業運営
(6)収益事業比率(%) =

こ

一

⑦ 経常収入額(網)

「対前年比(刎 一
國一

⑧ 1こたる事業の実績

1対前年比(%)
…

一

⑨ 基本財産運用効率(%)

「礪 金利(%)
⑩ 管理費比率(%)

…

こ
1 阿前年比(殉 }

公益法人

H1{yH10判 定点数 摘 要

事業量、件数 、売L高 等
　

-r』 ㎜

人事組織

1

⑪ 職 員1人 当 り経常 任円)
収人1禰 年比(%) }

⑫ 人件比率(%)

_」_運 正壷 ・まヒ(%)
一

対前年増減傾向による判定
対象項 目番ea」1.(④⑤麹 ⑩⑪ ⑫)

判定点数

2 前年比 伸び率がxy,H10と

1 HlO/H8伸 び率が105%以1

U H10/H8伸 び率が95%以 ヒ
一 〇 H10/H8伸 び率が95%未 満
一2 前年比伸 び率がH9,H10と

注)④ ⑩ ⑫ の判定に'1bて はhl己 判定点数「2、1」を「-2、
-1」 に、ト2、 一一1」を12ほ 」にそれぞれ読 み替える も

の とす るn

実 数 に よ る 判 定

項目名

判定点数
7

1

皇_
-1

-2

120

115・.、 .㌔

110彪 、

105'
一一1点

1(H)1`

95

yO

85%

80%85

一a--

I

f

役職q(臨 職等含む)総額

H10/HS=1.05

10Dif}5110105120Hla/xs=i .iKi
H30/H8=0.95

o.aT'.tJIG

1番 号(① ② ③ ⑥⑨)

流 動 比 率 借人金返済能力 収益事業比率 基本財産運用効率

醗 警比率 ② ③ ⑥ ⑨
白己資 本60%～ 流動比 率150%～ 3年 未満 50%表 満 市場金利よりヒ
50--60%, 130～150% 3年以上5年未満 } 一

40-一 一50%a 11(1.1.30% 5年 以L10年 未満 …
市場 金利と同等

30～40% 9U・一一110% 10年以L20年 未満 『 }

30%未 満 90未 満 20年 以L 50%以L 市場 金利よりF
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【図表8】 経営概要書

法人名

代 表 者 名

所 在 地

管 理 部 課 名

設 立 年 月 日

【沿革 、及び、県の出資理 由】 【出 資 者 】coo年 度末)(百 万円.%)

区分 団体数 出損額 構成比

秋田県

計 Joao

【事 業】
①主たる業務

② 事業実績

事業名等 8年 度 9年 度 10年 度

③10年 度事業概要 、及び、11年度事業計画 ・目標

【組 織】
① 運営機構

② 役 員数(平 成11.411現 在)

画
(人)

π
り

B

B

宜
ロ

立
口

立
O

③ 職 員数(平11.4.1現 在)(人)

部

部

部

理事 監事

常勤
1内 、県OB

非常勤

i内保OB
内、県職 員

計

i内漂 関係者

正社員

1内 、県OB

出向職員

i内 、県議 員

臨時・嘱 託

[内 、県OB

県

lI内 課 関1緒

正職員
平均年齢

歳

正職員
平均勤続年数

年

【財務 】
① 決算収支(百 万円)

収入 支出 当期利益

H8

H9

H10

② 主な収支(10年 度) (百万円)

経常収入A
受託事業収入
補助金収入
自主事業収入

運用益収λ
経常支出B
1人 件 費

経常損益C=A-8

経常外損益D
当期利益E=C十D

③ 財務状 況(10年 度末)(百 万円、%)

金額 構成比

1
流動資産
現金預金

↑

固定資産

資産計 100.O

流動負債

随 期借入金
固定負債
長期借入金

引当金等

負債計

資本金
剰余金

資本計

負債 ・資本計 100.0

【県 の 財 政 支 出】(千 円)

8年 度 9年 度 10年 度 支出目的・対象事業概要等

補助金

委託費

貸付金
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経営概要書
法人名=

【図表9】

(財)B協 会

代 表 音 名
所 在 地

)L /c

⊃=ナ ○ o
所 部 課 名
設 立 年 月 日

、'(一 ビ1

平成4年10月16U

【沿革 、及び 、県の出摘理由1

栽培魚業の推進 に関す る事業を行 うことにより1

水塵資源の維持増 大及び漁業繰営の安定 を図 り、

もって漁業の振興に寄 与す ることをi#的 に県等の

幽掲で 平成4年10月1=設`r_す る,

【出絹 者1(ion=度 勅

【事 業 】

'1:た る 業務

(ゴθ∫円 、%)

区分 団体数 出揖額 構成比
秋田県 1 250 49.9

市町村 14 7.5 15.0

その他 13 176 35.1

計分 zx iO1 1[)0.()

②事業実績

アワビ、クルマエ ビ種 苗の生産及び供給0

マ ダイ、ヒラメの育成 ・放流,

(T・ 尾)

事業名等 8年 度 9年 度 10年 度
一

ア ワ ビ 757 766 732

マ ダ イ 832 816 811

ヒ ラ メ 3f)0 .303 267

③10年 度 事業概 要、及び、11年 度 事叢計画 ・目標

lO年 度は、クルマエビ、アワビ、ガザ ミ、ヒラメ、マ ダイの5挿 類を生産及び中間育成 し、計11蜘iどお り酎布 した,,

ま た、回遊 資源増 大パ イロッ ト事業等1二ついては、マ ダイ・ヒラメ種 苗の中間育成 ・放流及び効果調査等計画

どお り実施 した1,11年 度 について も、栽培漁 業啓黎 醇及 事業、受託 事業、栽培漁業定善化 事業、回遊資源増 大
ハ イロッ ト事奨等 を昨 年に引続 き実施 し、更に大型魚の 大鷺放流をめ ざし、技 術の研鍛に努め る

【組織 】
rl)運営機構

墜郵 トー函]一 ⊥

一本所 各種施設(男 鹿 市)

一 アワビ種 苗生塵施設(象 潟 市)

一 ヒラメ中間育成施設(八 森市)

② 役 員 数('F'-11.7.1現 在) (人)

理 事会 監 事
常勤

t内 、 県OB

非常勤 10 3

内 、 県OB

内 、 県職 顔 2

計 1`) 3

1内 、 県関 係 者 2

【財務1
①決算収支 (百 万円)

収 人 芝 出
'巳1瑚利 益

H8 ID9 100 9

H9 121 115 F3

Fi1{) U7 11L 5

Φ決算収 芝 (百 万 円)

縄常収人A 117

受託肇業収人 L2

補助金収 入 18

自}福 業収人 57

運用益収入 14

縄常収出B 112

1人件費 3ri

経 常 描 益C=A一 駐 5

経常外損益D 0

当期 才員畜症E幕C十1) J

【県の財政支出】

〔3職 員 数('FIL4.1現 在)

正職員 :3

{内 、県OB

出向職員

[内.県 職 輿

臨 時 ・嘱 託 ri

1内 、県OB
計 14

1内 、県 関係 者

③財務状況(10年 度末)

wk:職貝

平均 年 齢

正職輿
・F均勤続年数

4.30歳

5.h年

(百'万 円 、%)

金 額 構 成 比
流動資産 35 6.5

1現金碩金 7

固定資塵 506 93.5

1
資産計 541 1UU.0

流動負債 z 70.0

1短期借人金 6

固定負債 3 30.0

長期借人危

引当金

負債計 10 1.8

資本金 501

剰余金 3U

盗本計 531 98.2

負債 ・資 本 計 541 1(H1.0

(T・円 〉

呂年度 9年 度 10年 度 乾出 目的 ・対象事燕概要等

補 助 金 18,45(} 19,603 18,173 栽培漁業推進事業補助金

委託 費 17,194 22,753 22,423 種苗飼育等業務委託費

貸付残高
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経営評価表
法人名 (財)B協 会

【諸比率 等 】 (1U年 度)童口目 ■r-」

自己資本比率 98.16 経常収人額 117,327千 円

流動比率 494.35 事 業量(ア ワ ビ) 732T個

借入金変数年数 0.58年 基本財産運用効率 2.90%

支払利息率 0.15 管理費比率 9.08

経営利益率 4.06% 職員1人当り経常収入額 8,381千 円

収益事業比率 0.00% 収益事業比率 29.66

【各 評 価 項 目 レー ダ ー チ ャ ー ト】

自己資 本充足 率

職員1人 当たり

経常収 入伸び率

基 本 財産 運 用 効 〉.

壕好[画

欝癒 ∴
懸念 あり い

」

【評価項目に関する特記事項】

E
二
」

【運営上の課題 ・問題点と今後の対処方針】

法 人運営 は基金運 用益 に依存す る度 合いが 高 く、運 用益の減 少 は今後の 事業経営 に
大き く影響す るこ とか ら、 自 豆事業の拡 充 と、尚 層 の経営 費節滅 を図 り、経 営 の安
定化 に努め る。

【経 営評価 】 一 ～
(コ 概ね安定 した経営内容) 且 層 の努力を要する経営内容～ 一

i
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経営概要書 法人名=

【図表10】

(財)B協 会

代 表 青 名
所 在 地

/

、

所 管 部 課 名
設 疏 年 月 日

ρ}f /
日

'ド班こ4舞10月16日

【沿革 、及び、県の出捕理 由】

[1灘 灘糞蘇 藤あ

【出掲者】qO年 度勅
1ズ分

秋川県

市町村

その他

討分

【事剰
q)豆 たる業務

匪
② 事業実績

(百 万円 、%}

団体数 出絹額 構成比
1 25⑪ 49.9

14 75 15.0

13 176 35.1

2呂 501 1(X).0

クルマエ ビ種苗の 生産及び供給.

ヒ ラメの育成 ・放流。

{臼 己)

事叢名等 8年 度 9年 度 10年 ・度

ワ ビ 757 766 73`L
ダ イ 832 816 X11
ラ メ ,30{} 3(13 2fi7

ゆ11年 度 事業概 要、及び 、12年 度 事業計画 ・目棟

1渡 は種 吊の生産 ・供給 事叢は、5魚 鍾 を生痙 及び中間育成 し、計画どおり配 布放流 した、

12度 についても、秋田県沿岸漁巣経営安定化の ため、魚t!類 の種 苗の 大量生産 と中間育,」気による大型魚
0大 賦放流をめ ざし、技術の研露 と各種 事業の実施に努力する

【組 織 】 理 妻 会

Φ運営機構

理 事 長

監 事 .

②役 員数('x'-11.7.1現 在)(人)

事 務 局

(;;)J職賛 数

一本所 各種施設(男 鹿 市)

一アワビ種曲生曜施設(象 潟 市)

一ヒラメ中間 育成施設(八 森 市)

-11 .4,1現イ「f…)

正職員 3

「内 、県oB

出向職員

「内 、 県職 員

臨 時 ・嘱 託 12

1内 、県OB
計 15

1内 、岨 関 係 者

iE職 員

平均 年齢

章E職員
'1ゐ均 勤続 年数

41.3歳

4.〔1'#

【財 務 】
①損益状況(11年 度) (百 万円)

金 額

経常収入A
　

113

受託事業収人
　

23

補助金収人 Lr

自{ご事業収 人 5fi

運用益収人 11

その他 6

経常収出B 1(10

人件費 1浮

その他 63

経常描益C罵A…B 13

経常外収 人弓

経常外x出

当期損益
F-

13

資産計

②財務状況(11年 度末) (百 万円、%)

金 額 構 成 比
流動資産 43 7.8

固定資産 5Q;"i 92.2

質産計 54S 1{x).〔}

流動∫気債 1

陶 期借人金
固定負債

1長期借人金

弓1当金等 3

負債計 4 〔}.7

埴本金 5()1

剰余金 43

資 病ll 544 99.3

負債 ・資 本;t 548 1〔X).0

【県の財政支出】
9年 度 10年 度 11年 度 吏出ki的

補 助 金19,603 lti,173 17,230 栽培漁業推進事業補助金

委 託 費22,75;i 22,423 22,9()4 種苗飼育等業務委託費

貸付残高

吏出 目的 ・対象事業概要等

(千 円)

一====」
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経営評価表 法人名
(財)B協 会

【事業等の推移】(過去5年 度)

百万円 千尾 ・千個

【諸比率 等】(11年 度)

自己資本比率 99.33%

流動比率 4,031.99

借入金返済年数 一年

支払利息比率 0.04%

経常利益率 11.85

収益事業比率 o.00

経常収入額 113,226千 円

事 業 量(ア ワヒ・マタイ・ヒラメ供給量) 1β84隅

資本財産運用効率 2.18%

管理費比率 7.88%

職員1人当り経常収入額 7,548千 円

人件費比率 32.87%

【各評価項 目レーダーチャー ト】

囎_… 鱒 鰯_力
職 員1人
'"rたり

経 常収 人

伸 び 率

管理 費

削 減 率

纂本 財1

運 用 効 率

図 灘 人

借人金

返済能力

改善を
要す

【経営概況、経営上の課題 ・問題点等】

栽培漁 業の推 進 に よ り、県沿 岸漁 業経営 の安 定化 を図 るため 、魚 貝類の種 苗の 大
量生産 と中間育 成 を行 ってい るが、基 金運 用 益の減少 が今後 の 事業 に大 きく影響す
るこ とも予想 され 、 自主事業の拡 充 と、尚 層 の経費節 減 に努め る。

1【経 営 評価 】

1概 ね安定 した経営内容 II-一層 の努力を要す る経営内容
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19)o

(4)の 「経 営 概 要 劃 も開示 の対 象 とな るカ㍉ そこでは①瀞 お よび県 の出資

理 由・② 出資者・③事 業 住 たる業務,事 業実績 当年度事 業概 要お よび翌年度事

業計画'目 標)・ ③ 組 織(・運営機構 役 員数r職 員数),④ 財 政(決 算収 支,主 な収

支f財 務状 況)お よ び⑤ 県 の 財 政 支 出 が 記 載 され る(秋 田県[1999]
P.3)。 こ れ

は文字 通 り法 人 の経 営概 要 を コンパ ク トに まとめた書類である
。経営概要書の

ひな型(公 益法人用)は 【図表8】 の よ うで あ る(秋 田県[1999]
P.22)。

㈲ の経 営 評価 表 と経 営概 要 書 の開示にあたっては
,提 出 され た経 営 評価 表 と

経 営 概 要 書は所管部局等 で所用の調整 を行 った うえで
,一 一般 の 閲覧 に 供 され る

(秋田県[1999]P・3)。 開示 され た経 営 概 要書 ・経 営 評価表の中か ら98年 度 お よ

び99鞭 の あ る法 人 の それ をサ ン プル と して掲 げれ ば
,【 図 表9】 お よび 【図

表10】 の よ うに な る(【 図表3-2】 は経営評価制度導入前の同 ・法人の運営状況であ

る)。 この よ うな 閲 覧 とは 別 に,ホ ー ムペ ー ジ上 で も 「第 三 セ ク ターの経営 概

況」 と して各年 度の決算概 要(法 人別の決算概要 も含む)が 示 され て い る 購
。 さ

らに公 益法 人については,指 導監 督 基準 に よっ て事 業報 告 書
,決 算 諸 表,事 業

計 画書,定 款 また は寄 附 行為 等 の 資料 は所管部局 にて閲覧に供 されているこ と

はい うまで もない。

V旺・ むすび一公開型情報開示の方向一

三セ ク経営評価制度の第一の 目的は,地 方 公 共 団体 が 第 三 セ ク ターの 運営状

況 を的確 に把握 し,そ れ を客 観 的 に評価 して ,経 営 健 全 化 に 向 けた 適切 な指 導

を行 うことにある。 これ には,「 役 職 員 の数 及 び給 与 の 見 直 し,組 織 機 構 の ス

リム化 等」 の た め だ けで な く,「 類 似 業 務 を行 う もの
,既 に 目的 を達 成 した と

思 わ れ る もの,事 業 の存 続 が 困 難 と思 われ る ものな どの統廃合等」 を進 めるこ

とも含 まれ,そ の 結果,地 方公 共 団体 の 「財政 運 営 に影 響が及ぶ こと」 を可能

な限 り回避iする こ とが 意 図 され て い る(「99年rセ ク指針」第1(2) ・(3/)。

現 に・ 秋 田県 で はい くつ か の 法 人が廃止 または統合 されるこ とになって いる

(廃止された財団法人 もあ る)(「99年 度行政改革実施計 画」m・1)
。 また 県 三 セ ク検
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討委員会の提言に基づいて,業 務運営において問題のある法人に対 して経営の

早期改善 と指導監督 を徹底 させ るための専門家による経営指導班が99年 度に

設置 され,当 該年度では5法 人に対 し改善指導が行われ,2000年 度では3法

人が予定されている(「99年 度行政改革実施計画」皿・3;「2000年度行政改革実施計

画について」3②)。

経営指導班は法人経営について調査分析 し,県 に対 し意見 ・提言を行うこと

を業務 とし,公 認会計士等の専門家2名 と所管課員等数名から編成される。法

人が作成した経営概要書および経営評価表は開示の対象となるが,そ れらの基

礎データとなっている経営諸数値整理表および経営評価指標に基づ く経営評価

指標記入表は開示の対象とならないものの,所 管部局で把握される。換言すれ

ば,そ れ らの書類は第三セクターの指導監督のための情報として地方公共団体

によって活用されることになるか ら,三 セク経営評価制度は指導監督用の情報

提供 システムでもあ り,い わば指導監督型情報開示の徹底化 ともなっている・

三セク経営評価制度の第二の目的は,第 三セクター自らが経営環境に適切に

適応 し,機 動的 ・効率的な運営を推進する動機づけを与えることにある。公益

法人はこれまで詳細 な経営評価指標を用いて分析評価 をそれほ ど行 ってこな

かった し,さ らに主要評価項 目をレーダーチャー ト化して全体の評価 を行うこ

となどほとんど経験がなかったはずである。ましてやそのような評価結果を ・

般に情報 として開示することなどなかった・

経営評価指標に基づ く経営評価 に習熟することは,財 務データ等をより広 く

またより深 く活用す るようになるということであ り,さ らに将来の事業計画に

それを役立てていけるということでもある。これが進展 していけば,事 業業績

を積極的に開示 しi法 人本来の事業目的,事 業計画あるいは事業内容等の公益

性 を社会にアピールすることによって,住 民の関心や理解,さ らには協力や事

業参加 を促進する可能性が生 まれる。換 言すれば,自 主的にして積極的な情報

開示のスタンスが醸成され,や がては"公 益法人版IR"の 展開の可能性 もひら

け,公 益法人の公開型情報開示が定着することになろう5:〉>〇

三セク経営評価制度の第三の目的は,決 算諸表等のほかに,経 営概要書およ
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び経営評価 表に よって住民 に も理解容易 な要約 された情報 を 般 に開示す るこ

とにあ る。 この ような情報 開示 は96(97年)年 指 導 監 督 基 準 が 想 定 して い る

情 報 の 質 と量 を遙 かに超 えているので ,そ の制 度 は 公益 法 人 の情 報 開 示 に対す

る新機軸 とさえいえる。

この制度にお いては,住 民 に理 解 容 易 な 要約 され た情 報が開示 され ることに

意義がある。 とい うの は,一 方 で は,住 民 は この よ うな情 報 に よって法 人をモ

ニ タ リング し,法 人 自身 に ボ ンデ ィング効 果 を もた らし,他 方で は指 導 監 督 を

行 う地 方公 共団体の第三セ ク ターに対す る施策 をモニ タリング し
,そ れ に よっ

て 地 方公 共 団 体 自体 について もボ ンデ ィング効果を もたらすか らである
。

換[一一1すれ ば,こ の よ うなモ ニ タリ ン グに よって ,住 民 は地 方公 共 団体 の施 策

に 参加 す る ことがで きるようにな り,他 方 にお い て法 人の 事業 等 に協 力あるい

はR参 加 す る こ とが で きる よ うにな ろ う。地域住民 にとって理解容易 な情 報

を開示 してい く公開型情報開示は,活 力 の あ る住 民参 加 型 の 社 会 を創 り出 して

い くための 一つ の原動力 とな りえよう。

この ように考えて くると,三 セ ク経 営 評価 制 度 にお け る経 営概 要書お よび経

営 評価 表に よる情 報開示 は,21世 紀 に お け る公 益法 人 の 公 開 型 情 報 開示 の重

要なモデル とな りうるのである16)。

附 記 】 本稿 を完成 させ る こ とが で きた の は特 に次 の 加 のお か げで あ る
.讃 谷 山洋

司(沖 縄県 総務 部参事)氏 に よ り第 三セ ク ター の情報 開示 を研 究 す る き・aかけが 与え

られ,渋 谷 幸夫(相 模 原 市公 文 書公 開審査 会 長)氏 には重 要 な資 料 を
,そ して佐 藤誠

(秋田県総務 部 主幹)氏 か らは 各種 の秋 田県の 資料 を提 供 して いただ いた
C,こ こに謝意

を呈 したい。

神 奈川 大学 での 最終 講義 の ト1(2000年1月13日) ,津 守 常 弘先'{そが,深 い感銘 を受

けた 『配 当計算原 期 の 史.的展 開 』(山 川li玉版 社1962年)に サ イ ンを して くだ さった と

き,そ れ に添 え られ た"IhaveaDream."は 忘 れえ ない(3

(ユ)こ こでい う公益法 人 は,民 法 第34条 に規定 され てい る社 団法 人 と財 団法 人 を指

すcs社 団法 人は 「 淀 の 目的の もとに結 合 した人 の集 合体 で あ 」,て
,団 体 と して

組 織 意思 等 を持 ち,社 員 とは別個 の社 会的存 在 として 団体 の 名 にお い て行 動 す
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る もの に対 し,民 法 の規定 によって法 人格が 与え られた もの」 で あ り,財 団法 人

は 「 一定の 目的の もとに拠 出され,結 合 されてい る財 産 の集 ま りで あ って,公 益

を 目的 として管理 運営 され る もの に対 し,民 法 の規 定 に よって法 人格 が与 え られ

た もの」 で あ る(総 理 府 編[2000]p.2)。1999年10♪11H現 在 の 公 益 法 入 は

26,354法 人で あ り,こ の うち社 団法 人は12,872法 人で あ り,財 団法 人 は13,482

法 人であ る(総 理府編[2000]p.37)。

(2)閣 議決定 で は同時 に 「公 益法 人に対 す る検査 等の 委託 等 に関す る基 準」 が定 め

られ て い る。96年 指 導 監 督 基 準 は 翌97年12月16日 に 一部改 正 され,「 内 部留

保 」,「株 式保 有」お よび 「情 報 公開」 に関す る 具体 的{が 定め られ た。 この97

年の一一部改IEの 指導 監督 基準 を,以 下 にお いて 「97年 指導 監督基準 」 とい う。 ま

た指導 監督 基準の=運用 に 当たっての 具体 的かつ統 一・的 な指 針 と して,関 係 閣僚 会

議幹 事会(関 係 行政 機 関 の局 長 ク ラス に よって構 成)の 申合せ とい う形 で,「 公

益法 人の設 立許 可及び指 導監 督 基準 の運 用指 針」が96年12月 お よび97年12月

にそれ ぞれ設定 されてい る。 こ こで は,そ れぞれ の運用指針 をX96年 運 用指針」

お よび 「97年 運用指 針」 とい うこ ととす る。

(3)公 益 法 人 白 書につ いて は,例 え ば 岡村([1997]PP・Z‾ 一一3)ま たは 公益 法 人研 究

学 会編(「1999ユpp.246-248)を 参照 。

(4)指 導 監督 基準 は1996年 に10年 ぶ りに改 訂 され たが,情 報開示 に係 わ ら しめ た

経 緯 につ いて は,例 えば 岡村([2000a]pp.1-17)を 参照。 また情 報 開示 と会 計

枠組 み との関係 につ いて は,例 えば岡村(「2000b]pp.16-21)を 参照。

(5)自 治 省 の地方 公 社 調査(3年 ご とに実施)に よる と,99年1月lB現 在,第 三

セ クターは10,135法 人で あ り,初 めて1万 法 人を超 えた。96年1月1日 時 点 の

前回 調査 に比べ て,791法 人増 加 して い る(8,5%増)。 しか し,新 規 設+1_数 は減

少傾 向 を示 し,他 方,統 廃 合 数 は増 加 して い る(廃 止数 は 前 回調 査 の116か ら

186に 増 加 し,そ の うち経 営 難 に よる もの が30あ る)(「 日本経 済新 聞(日 経)』

2000年3月18日5面 〉。

(6)信 用 調査会社 の 東京 商 工リサ ーチ の調 査 に よる と,倒 産や解 散 に追い込 まれ た

第 一三セ ク ター は1998年25件,1999年26件,2000年33件 で あ り,年 を追 っ て

むつ小川原開発 東京 1,852億 円

武 韓 レ ク リエ ー シ ョ ン 群馬 118億 円

ア ジ ア パ ー ク 熊本 31億 円

ヘ ル シー パ ー ク 久 山 福岡 27億 円

青森 第 ・林 業
t=.森 17億Pl

沖縄 マ リンジェ ッ ト観 光 沖縄 16億 円

いわて藤沢 岩乎 9億Ill
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増加 して い る。2000年 の 主な第三 セ ク ターの破綻 と負債 額 は ヒ表の よ うに なっ て

い る(『 日経 』2000年6月9口38面;『 日経 』2001年1月28H3面)
。 自 治 体 財

政 の状 況や会 計rの 諸 問題 につ いて は,例 えば醍醐 編([2000])で 詳細 に取 りあ

げ られ てい る。

(7)リ ゾー ト法(ユ987年 施行)の 第1号 の適 用 を受 け て,約2千 億 円 を投 じて1994

年 に全 面開 業 した大型 リゾー ト施 設 「シー ガ イア」(宮 崎 市)は ,2001年2月19

日に 会社 更生法 の適 用 を申請 して倒産 した。運 営 セ体 は第 三セ ク ター ・フェニ ッ

クス リゾー ト(資 本 金3億 円)で ,負 債 総 額2,762億 円,関 連 会社2社 を含 め る

と約3,261億 円 にの ぼ り,第 一三セ ク ター と して は過 去 最 大規模 で あ る。資 本 金の

25%ず つ を宮崎 県 と宮 崎 市 が拠 出 してお り,宮 崎 県 は2000年 に 資金 難iに陥 った

同社 を救 済す る ため に新 設の 基 金 を通 じて25億 円 の補 助 金 を拠 出 して い る(「 日

経 』(夕 刊)2001年2月19日 トップ面)。 リゾー ト法 は,ゆ と りあ る 国民生 活 の実

現 と地域振 興 を図 るため,リ ゾー ト開発 計 画 に対 して 事業体 へ の税 制 の優 遇措 置

や政府 系金 融機 関か らの低 利融 資 な どを受 け られ る よ うに して い惹 ,企 業誘 致 で

の地域 活性 化 が壁 にぶつ か っ てい た地 方 自治体 には地域 お こ し ・町お こ しの好機

と映 り.そ れに融 資先 を求 め る銀行 とゼ ネ コ ンが結 びつ き
,多 くの第 三セ ク ター

が 生 まれ た。 ゴル フ場,ホ テ ル,テ ー マパ ー ク事 業が 展 開 され たが
,8割 近 くが

経 営 不 振 と い わ れ て い る(『 朝 日』2001年2月20月13面;2月23日15面) 、,

「シー ガ イア」倒 産 は メー ンバ ンク側 の財務体 質 の健 全化 とも絡 ん で
,不 良債権 処

理 の先 送 りに 見切 りをつ けた こ とに端 を発 して い る(第 一勧 銀1
,862億 円;宮 崎

銀 行137億 円 等)(『 朝 日』2001年2月20日11面)、 、こ の よ う に,第 一{セク タ_

の倒 産 は金融機 関 を取 り巻 く環境 の変化 が 大 き く影響 してい るが
,「 シー ガイア」

倒産 は第 三セ ク ター問 題 を象徴 的 に露 「}とさせ てい る。

(8)地 方分権推 進 委員会 は95年 の地 方分権推 進 法 に基づ き,総 理 府(現 内 閣府)に

設け られた ものであ り,分 権の実 現 に向 けて具体 的 な指 針 を 首相 に勧 告 す る機 関

として位 置づ け られ てい る。 これ までT国 が 自治体 に 事務 を代 行 させ る機関 委任

事務 の廃 止や,補 助金 の整理 合理化 な ど5次 にわ た る勧 告 を行 いTこ れ を受 け た

地 方分権 ・括 法が99年7月 に成 立 し,2000年4月 に施行 された。

(9)こ の ような考 え 方は特 殊 法 人情 報公 開検 討委 員 会 に もみ られ る。す なわ ち 「特

に,今 日,行 政 改 革の課 題の ・つ と して特 殊 法 人 等の 改 革が 挙 げ られ て いるが
,

情報 公 開制 度の整 備 充実 は,特 殊法 人等情 報 公 開法 の対 象 とな る法人 の経 営 や 業

務の実 態 につ いて国民 の一 層 的確 な理 解 と批 判 を ロr能と し,対 象法 人に 自 らの改

革努力 を促 す とともに,国 民 の支援 の ドに改 革を推 進す る こ ととなる と考え る。」

(特殊 法 人情 報 公開検 討委 員 会[2000]pp .1-2)

(10)1999年7月 現 在の47都 道府 県 の外 郭 団体 等 の 見直 しの状 況 と,12政 令指 定 市
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の外 郭 団体 等 の 見直 しの状 況 につ い て は,例 えば 朝 日監査 法 人パ ブ リ ッ クセ ク

ター一部([2000]PP.16-一 一22)を 一参照、・

(11)出 資 ・1員掲比 率25%以 ヒの法 人に 限定 して い るの は,25%以 ヒ50%未 満 の法

人の場 合 には地 方 自治法 ヒ,監 査 委員お よび外 部監査 人の監 査 が行 われ るか らで

あ る。 また50%以Lの 法 人の場 合 に は地 方自治 法 ヒ,首 長の 報 告徴収 権 ・調 査

権が あ り,議 会へ の経営 状況 の報 告が課せ られ てい る。2000年3月 に 自治省 が公

表 した 「第 一{セク ターの状況 に関す る調査」 にお いて も,原 則 と して地 方 公共 団

体 が25%以L出 資 してい る法 人(複 数の 地 方公共 団体 が 合 計で25%以 ヒ出資 し

て いる法 人 も含 む)が 対 象 にな って い るO

(12)東 京 都 は2000年11月,「 監理 団体 改 革実施 計画 一監理 団体 総点 検結 果」 を公 表

した。 監理 団体 とは,原 則 と して・25%以 ヒの 出資 ・出掲 を行 って いる団体 お よび

継 続 的な財政 支 出や人的 支援 を行 ってい る団体 を指 す(外 郭 団体 と同 じ)。 この よ

うな 「監理 団体 の改革 は,都 の 行財 政改 革の 大 きな柱 として,東 京 の危 機 を乗 り

越 え る一Lで,避 けて通 れ ない焦眉 の課 題」 と捉 え られてい る。 この 計 画では.「 団

体 の 設 、i_/_趣旨に まで さか の ぼ った 見直 しを行 った トで,効 率的経 営 の も とに,都

民 サ ー ビスの向 ヒが期 待 で きる もの につ いて は,引 き続 き活用 して い く 一方,社

会経 済状 況 の変化 に よって必 要性 の薄 れ た もの,あ るい は 嚢業統 合 す るこ とで,

よ り効率 的 に都民 サ ー ビ スの向Lが 図 られ る もの につ い て は,団 体 事業 また は 団

体 その もの を統廃 合」 す る ことに して い る。例 えば(財)東京女性 財 団 は2000年 度 中

に廃 止 され るこ とに なって い る(こ れ につ い ては 『朝 口』(タFID2000年11月24

日9面 参 照)。 この 実 施 計 画 は東 京 都 の ホー ムペ ー ジか ら人 手で きる。//WWW.

metro.tokyo.jp/INET/CHOUSA/

(13)行 政改 革大綱 は秋 田県の ホー一ムペ ー ジか ら人 手で きる。〃www.pref.akita.jp/

kaikaku/

(14)98年 度の経営概 要書 ・経営 評価 表 は99年9月,99年 度 のそ れは2000年8月 に

公表 され,そ れ らは決算 諸 表等 の書類 と ともに情報 公 開室 に備 置され 一般 の閲 覧

に供 され て い る。 「第{セ ク ター の経 営 概 況」 は 次 の ホ ー ムペ ー ジ を見 よ。//

www.pref.akita.jp/kaikaku/houjin/

(15)公 益法 人版IRの 可能性 につ いて は,例 えば岡村([1999]PP・4…14}を 参照 。

(16)沖 縄 県 におい て も,96(97)年 指 導 監 督基 準 の情 報 開示 を遙 か に超 え る情 報 開

示が 検 討 され てい るC,県 の 出資 等が20%を 超 え るか,あ るい は常 勤 の役 員 を派

遣 してい る団体 を対象 とす る とい った範 囲の拡 大だ けで な く,開 示 情報 と して は

財務状 況 だ けで な く経営 改 善計画 と ともにそ れに対す る実績 の乖離 の解 消 策 まで

も開示す る内容 にな って い る。 さ らにそ の 条例 化 を 目指 して い る(『 琉 球 新 聞』

2001臼 三2∫」10日21直i)C,
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